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Just Transition（公正な移行）の具現化

「Leave no one behind」と「2050年カーボンニュートラル実現」の両立のために。

2050年の脱炭素化目標はSDGsのトップスローガン「Leave no one behind」を踏まえた達成が重要です

この「Just Transition（公正な移行）」を具現化するために、

デロイト トーマツ グループはカーボンニュートラル社会への移行に伴う全てのステークホルダーの協調連携を促進し、

課題解決に向けたイノベーション（供給・需要・排出）・技術投資改革・行動変容を支援します

デロイト トーマツの
強みを掛け合わせた

支援提供

ステークホルダーの

連携を通じた

カーボンニュートラル

社会への移行

社会的なルール形成促進

↓

業界・規制対応

(Rule Make)

産業構造の変革促進

↓

変革推進の支援

(Transform)

価値観の移行

温暖化により世界が直面している

現状・課題を偏りなく知ることで、各ス

テークホルダーが危機感・当事者意識を
持ち、自らの行動変容の契機とする

社会・市場環境の移行

官民が連携し、各ステークホルダーの

視点が十分に考慮された社会・市場の

政策・仕組み作りを行う

「Just Transition」の具現化

グループCEO直轄の取組みとして「Climate Sustainabilityイニシアチブ」を立上げ、 グループ横断で知見を集約し、
デロイト トーマツでしか実現できない、経済社会の変革のカタリストとしての活動を加速化します

必要な変革を促すためのガバナン
スと保証・評価の仕組みづくり

↓

信頼性の保証
(Assure)

活動・技術の移行

新しい社会・市場環境に適応した

施策・アクションを、需要側・供給側・

排出側・吸収側の各ステークホルダーが
イノベーションを通じ策定・実行する

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/articles/srr/realization-of-just-transition.html?icid=nav2_realization-of-just-transition
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/news-releases/nr20201214-2.html?icid=nav2_nr20201214-2
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私たちのコミットメント

デロイト トーマツ自身も、2030年までに自らの事業活動に由来する

温室効果ガス排出量を実質ゼロにすること（Net zero by 2030）を目指しています

Impact ourselves

Impact the world 

CO2排出量の削減
Cut Emissions

2030年までに
CO2排出量を実質ゼロとする

-Net zero by 2030

環境に配慮した事業活動
Operating Green

共通のポリシーと実践

個々の構成員の

エンパワーメント
Empower individuals

個人または他者との協業による

行動を可能にする

エコシステムへの寄与
Engage ecosystems

気候変動への対処のために

ステークホルダーと協力する
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Climate change is not a choice. It’s billions of them.

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/about-deloitte/articles/about-deloitte-japan/worldclimate.html
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第1レイヤー

Just Transitionを

具現化するための
取組・強み

第2レイヤー

5つの
ステークホルダー

第3レイヤー

5つの

オファリング・
ディメンション
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デロイト トーマツの考えるグリーン・トランスフォーメーション（GX）

デロイト トーマツは、カーボンニュートラル社会への移行に伴う全てのステークホルダーの

協調連携を促進し、課題解決に向けたイノベーション・投資改革・行動変容を支援します

「会計/監査/税務」の専門性・サステナビリティやDXを含む「知見/技術力」・

培ってきた「リレーション・信頼」を強みとして掛け合わせ支援提供を行うことで、

「公正な移行（Just Transition）」に向けた道筋を描いてまいります

会計ファームという社会的に信頼された立ち位置からファクトやデータを提供することで、

ステークホルダー間の危機感・当事者意識・相互の信頼感を醸成する

政府・自治体・企業などとの幅広いリレーションと社会・市場の「あるべき姿（ビジョン）」

の構想力を活かし、各ステークホルダーが共存・共創できる枠組みの実現を推進する

幅広いステークホルダーと伴走してきた実績・リレーションを通じ、

戦略立案・エコシステム形成において現実解を導き出す
Transform

Assure

Rule Make

カーボンニュートラル社会への移行に向けては、5つのステークホルダーが連携を深めていくことが

不可欠です。これらのステークホルダーの相互連携を支援しつつ、

「価値観」・「社会・市場環境」・「活動・技術」の移行に寄与します

企業 消費者 金融機関

投資家

政府

自治体

教育機関 NGO
国際機関

「Just Transitionの具現化」に向けたステークホルダー連携に向けて、

デロイト トーマツは5つの支援の枠組（オファリング・ディメンション）を有しております。

それらに紐づく形で、それぞれのステークホルダーの状況に鑑み幅広い支援策を提供します

排出・吸収 供給・需要 ファイナンス 政策・規制 国際協調

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/articles/srr/just-transition-framework.html?icid=nav2_just-transition-framework
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